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本特集は， 2014年3月4臼（火）に京都大学法経東館8階リフレッシ

ュルームにおいて開催された財政学研究会審の講演会の記録である．

この講演会では，財務省国擦局開発政策課課長補佐（当時）の小嶋大造様

をお招きし，御著書『現代農政の財政分析－財政調整からみた日本とドイツ－j

（第2部を中心に）に関して御講演頂いた．農業政策に関する日本とドイツ

の財政比較について，椙広い視座が得5れる非常に刺激的な内容であった．
そして，これからの政府間財政関係と財政調整のあり方について， ドイツの

事例を教訓とした問題提起を行って頂いた．

本講演は，多数の財政学研究会会員や関係者，暁生の方々に御参加いただき，

講演内容について深い議論が行われ，活発な質疑応答が行われた．

『財政と公共政策i編集委員会
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贈醸響調究会哲三ミナー

f現代農政の 分析ー財政調整か日みた日本とドイツ－J
ノト 鵠 大 造（財務省国際局開発政策課課長講佐（当時））＊

今日は，拙著 f現代農政の財政分析一財政
調整からみた日本とドイツ－jについて報告

する機会をいただき，ありがとうございます．

今日の報告では，拙著のうち，特に第E部「ド

イツの農業財政Jを中心にという依頼を受け
ておりましたので，まず第E部を中心に報告

をしまして，その後，貿疑応答の時間もある

ということですので，皆さまからご意見やご

批判をいただいて，私自身も勉強を深めたい

と思っております．

私は， 1999年に財務省に入省しましたけ

れども，その後， ドイツに合計6年間，うち

留学で2年間，在ドイツ大使館勤務で4年間

おりましたので，場合によっては質疑応答の

際に，そのときの経験も踏まえた私見をお話

する機会があるかもしれません

報告の内容は，大きく 3本立てとなります．
まず，農業経費と財政調整について， 日本と

ドイツのそれぞれの特徴を対比的にまとめて

みます．次に ドイツの農業財政について少

し掘り下げてみます．最後に，ドイツからの，

あるいはEUからの教訓を引き出したいと思

います．

農業経費

農業経費の内容を大きく規定するものは何

かというと，農業構造です． 日本の農業構造

の特徴は小規模ということです．！日農業基本

法が制定された 1961年から今日にいたるま

で，農家の平均経営面積は，北海道を除けば，

1ヘクタール前後でほとんど変わっておりま

せんただしすべての営農類型において小

規模というわけではありません．問題は水田

作であります．イ也産業並みの所得を実現しよ

うと思うと，水田作の場合は 10～ 20ヘクタ

ールの中間程疫の規模が必要となります．そ

れに比べると現状は 10分の l程度の規模と

なります． したがって，水田作では，経営規

模の拡大や付加価値の向上といったことが，

これまでもそうでしたが課題であります．こ

のため，小規模な農業構造をもっ日本では，

農業予算の重点を，規模拡大を推進する諸施

策に置かざるを得ないわけであります．他方，

ヨ｝ロッパをみますと イギリス，フランス，

ドイツといった先進諸国では，構造改善が進

展し規模拡大が実現しております．

農業関係予算を各国比較しますと，自本の

特徴は，価格・所得関係費の占める割合が低

いということです.2005年震でみると，日

本では3割程度，日Uの先進諸国では5～ 7

割程震となっています．これはどういうこと

かというと，自本の場合は，規模拡大を推進

するために土地改良事業など公共事業に経費

を充てざるを得ないというようなこともあり

まして，価格・所得関係費が相対的に低くな

るということです．

日本の特徴として EUの先進諸国に比べ

て，農家一戸当たりの農業関係予算額が低く，

農用地 lヘクタール当たりの農業関係予算額

が高くなっています．つまり，日本では，農

業以外に坦常的な所得をもっ小規模の兼業農

家が農家の多数を占めていますが，こうした

小規模の兼業農家を含め 財政資金が広く薄

＊本講演（資疑応、答を含む）での発言内容は，講演講師の個人的見解であり，財務省の公式見解を示すも

のではない．
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くまかれているところに特徴があります．

それが典型的に出たのが， 1990年代のガ

ット・ウルグァイ・ラウンド農業合意への対

応です．日本でも欧？？？でも舘格政策を徐々に

後退させていきます．錨格政策を後退させれ

ば農産物価格が下がるので生産者の所得が減

るわけなのですが これにどのように対応し

ていったかというと，日本と欧州では大きく

なります．

日本のとった対応は，農業農村整構事業と

いう，農業・農村への公共事業で、すが，これ

を拡大しました．当時は， ちょうどパブワレが

した後で，景気対策をやっていましたの

で，まさにこの景気対策の中に農業農村整備

を｛立霞づけ，農道とか，集蕩排水とかを

含めて，公共事業を拡大していきました

他方，欧州は，こういう公共事業中心の対

正、をとらずに，違う対応をとりました．産接

支払と言って，髄格政策の後退による

所得の減少を構填するべく，慰政資金を直譲

生産者に流すという対応をとりました

ここで， EUの共通農業政策， CAPと

ますが，簡単にふれておきたいと患います．

CAPは，大きく二つの柱に分かれており，「第

一の柱jと「第二の柱Jで構成されています．
「第一の柱jがいまふれた車接支払です．「第

一の柱Jというのは，産接生産者に財政資金
を流す「第一の柱」に対して，加盟国や地方

に財政資金を配分して実施する農村振興政策

であります．この農村掠輿政策は， 呂本でい

う公共事業のようなものではなくて，非公共

事業であ与まして，具体的には農業環境政策

とか条件不利地域対策などの強化を図ってい

くものです．

CAPの流れとしては ウルグァイ・ラウ

ンド農業交渉を契機に，｛語格政策を援退させ

て，「第一の柱Jコ車接支払に転換をしてい
くとともに「第一の柱J：直接支払の封源
を「第二の柱Jコ農村振興政策に振り替えつ
つ，「第二の柱J＝農村振興政策を拡大して
いっております．

百本と欧州ではこういった違いがあります

が，地面，共通点があります． 日本とドイツ

ですが， 1990年代に，国と地方の農業経費

に占める地方の割合が両国とも高まっていき

ます．これは， E本でいうと，景気対策とし
て公共事業を地方にも求めたということで，

地方農業経費が拡大しましたドイツですと，

EUの封政資金を活用することで，ナi、！にとっ

て政策の幅が拡がるということで，地方農業

経費が拡大していったということでありま

す．それで，いわゆる政府間財政関係が緊密

化していくという状況に， 1990年代はあっ

たということであります．このように，地方

の経費が拡大をしていきますので，ここで求

められたのが財政調整であります．

財政調整のタイプとして，日本とドイツは

対照的であります．調整方法としましては，

日本の場合比国家と地方で資金調整する垂

ります． ドイツの場合は，

的調整もありますが，ナトi関で資金調整する水
をベースとしています．調整基準と

しては， 日本の場合は，財政需要と財政収入

の両面を加味しております．ドイツの場合は，

財政需要の概念を退けておりまして，財政収

入をベースとしています．歴史的な対立構国

としては， 吉本の場合誌国家対地方， ドイツ

の場合は財政力の強い丹、i対財政カの弱いナ！？と
なります．

したがって，財政調整の制凌設計としまし

ては，簡単に言うと，日本の場合は，国家が

地方の財政需要と財政収入のギャッブを播填

する「財源保障」に主眼があります．地方，

ドイツの場合は，地域開で財政移転する「財

政力均街化Jに主眼があります．そのインプ
リケーションとして，農業財政への影響とし

ましては， 日本の場合，垂直的財政調整を軸

に田家がトータルに地方農業経費を財源確保

しますが，他方，その地方農業経費は公共事

業を中心に膨張化する危険性があります． ド

イツの場合，水平的財政調整に規定され，

丹、iの農業政策の自由度が高まりますが，他方，
封政力の弱いナ！？は財源の制約から十分な農業

政策を震関できない恐れがあります．

以上， 日本とドイツの農業経費と財政調整

の仕組みを対比的にまとめましたが，次に，
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ドイツの農業財政について少し掘り下げてみ

たいと思います．

ドイツ農業政策の政府間財政関係

ドイツの農業財政は CAPと連動してお

りますので，まずCAP財政について簡単に

ふれておきます.EU財政に占める CAP財

政の割合は，低下傾向をたどっておりますけ

れども， 2000年代では5割前後であり， EU

の財政資金の多くが農業関係経費に費やされ

ていると言えます.CAP財政のうち多くは

「第一の柱J＝直接支払に充てられておりま
すが，先ほども申し上げたとおり，近年では

「第一の柱」ヱ直接支払から「第二の柱J= 
農村振興政策への財源振替が行われており，

f第二の柱J＝農村振興政策の割合が増加し
てきております．この「第二の柱J＝農村振
興政策において， EUと連邦と州の財政関係

が形成されております．

1992年の CAP改革以降，大きく二つのタ

イプの財政関係が形成されていくようになり

ます．一つが， EU一連邦一州の「三層的J
財政関係，これは主に農業構造政策の分野で

形成されます． ドイツ国内では，連邦とナ！？の

共同任務「農業構造改善及び護岸改善J，こ
れを GAKと言い，すでに 1970年代にスタ

ートしておりますが，このGAKの枠組にお

いて実施されます．いま一つは， EUーナ！？，

つまり連邦を介さない「二層的J財政関係で，
これは主に農業環境政策の分野で形成されま

す．こちらは， GAKの枠外となります．

EU一連邦ーナ！？の財政負担の割合は，！日西

ドイツで言えば， EUが5割を負担し，残り
の5割については， GAK枠内の農業構造政

策であれば，連邦が3割，州が2割を負担し

ます．他方， GAK枠外の農業環境政策であ

れば， EUが5割州が5割を負担すること

になります．つまり，州にとっては，負担割

合は， GAK枠内であれば2割， GAK枠外で

すと 5割ということになります．したがって，

財政力の弱いナ！？では 5舗を負担するよりも，

2割の負担で済むような GAK枠内の施策を

選好する傾向が生じます．他方，財政力の強

いナ！？では， GAK枠内の施策だと連邦の規員。

に拘束されるので， 5舗を負担してでも，

GA五枠外で独自の施策を選好する傾向が生

じます．前者が主に北部ナ！？，後者が主に南部

州です．いずれにしても， EUと連邦とナ！？と

が複雑な貯政関係を形成するので，これが「政

策結合」（Politikverflech tung）と批判的に

言われるようになります．

ドイツ農業政策の致府間財政関係を形成す

る基軸制度としては いま述べた GAKと，

財政調整があります．ここで，後者の財政調

整の仕組みをごく簡単にふれておきます． ド

イツの財政調整は四段階のステッブを踏みま

す．第一段賠は，所得税・法人税・付加価値

税といった基幹税を共有税として連邦と州で

配分する垂直的税収配分．第二段階は，付加

価値税を捕充的に配分する水平的税収配分．

第三段階は，丹、i間財政調整．第四段措は，州
開財政調整を補充する，連邦から財政カの弱

いナ！？に対する連邦補充交付金の交付です．こ

の四段階を通じて，最終的に，各州の一人当

たり財致力をほ段均衡化させます． 日本との

比較でよく言われるのは， 日本の場合，財政

調整前後で一人当たり財政カが逆転すること

がありますが， ドイツの場合はそうした逆転

がおきない程度にとどまっています．

調整資金のボリュームですが，第三段賠の

升i間財政調整が大きく， したがって，水平的
調整がベースと言えます．他方，連邦から州

への垂直的な調整資金のボリュームは小さい

と言えます．ただし第四段階の連邦補充交

付金に，旧東ドイツへの時限的な交付金をカ

ウントしますと， じつは垂直的調整と水平的

調整の資金のボリュームはほとんど同じくら

いになります．これが，財政カの強いナ！？と弱

い州との関の緊張関係を緩和する緩衝措置の

役割となっていると言われております．いず

れにしましでも， ドイツの財政調整の制度設

定としては，ナ！？間の「財政力均衡化jに主眼

があり，日本のような「財源保障jに主践が

あるわけではありません．

話を農業財政に炭しますが，ちょうど
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1992年の CAP改革があった頃は，東西ドイ

ツの統…にともなう財政需要に対して，歳出

削減圧力がかかる時期でありました. 1992 

年CAP改革以降の農業財政をみると，財政

力の弱い北部升！と財政力の強い南部升！との

「南北j棒差が拡大していくことになります．

GAK枠内の農業構造政策である条件不利地

域対策を例にすれば，財政力の弱い北部州で

は徐々に後退していきますが，財政力の強い

南部ナ！？では高水準の財政支出を雑持していま

す．あるいは， GAK枠外の農業環境政策を

みると，北部ナ！？はほとんど実施できていない

一方で，甫部ナ！？は独自の農業環境プログラム

を展開しています．こうした「南北J搭差が
拡大していくなかで，次第に州開の対立構図

が形成されていきます．

2000年ftのニつのGAK政治論争
2000年代になると， GAKへの批判が政治

論争化します.2000年代前半と 2000年代後

との二度の政治論争があります.2000年

代前半の論点は， GAKの存廃を問うもの，

2000年代後半の論点は， GAKの対象範閣を

問うものです．これについて簡単にふれてお

きます．

2000年代前半に政府関関係の現代化を

めぐる議論が本格化します．キーワードとし

て，「協調的連邦主義Jvs「競争的連邦主義J,
あるいは，「結合J(Verflechtung) vs f脱結合J
(Entflechtung）が言われようになります．

前者の「協調的連邦主義Jは，連邦と？、！？に
よる「共同任務Jが代表的な例であり，
GAKもその一つです．財政力の弱いナ！？が標

祷します．これに対し貯政力の強いナ！？は，

争的連邦主義Jを唱えます．財政力の弱いナM
は「政策結合」の維持を主張し財政力の強

いナトiは「税結合Jを訴え，再者の対立が形成
されていくわけであります．

そういったなかで， 2003年に連邦議会・

連邦参議院の中に連邦制委員会というものが

設量され，これは連邦国家の現代化をめぐる

議論をする場ですけれども その中の…つの

議論として GAKの存廃も焦点になるわけで

あります．

この GAK存廃議論は，結論的にいうと

続ということで決着をします．その理出は，

三者による同床異夢の「暗黙の共同歩調Jが
形成されたからであります．三者とは，財政

力の弱いナ！？，連邦農業省，連邦封務省のこと

でして，それぞれGAK廃止に対して警戒感

をもっておりました．つまり，財政力の弱い

ナ！？は，財源不足への警戒感ー連邦農業省は，

統一的な農業構造政策の手段を喪失すること

への警戒感．連邦財務省は，将来的な貯政負

担が確定されることへの警戒感であります．

これら三者が「暗黙の共同歩調jを形成して，

最終的には，基本法改正を阻止して，存続で

決着したのであります．

この改革論争は，たんに GAKの存廃をめ

ぐる議論にとどまるものではなく，その背景

において，「協調的連邦主義Jと「競争的連
という，関家統治講迭に係る理念の

対立が，この改革論争の講留を大きく規定し

ていたと言えます．

次に， 2000年代後半の GAK政治論争です

が，これは GA誌の対象範留をめぐる

あります. CAPの対象は，狭義の農業政策

にとどまらず，広義の農村掠輿政策へと幅広

くダイナミックに展開しているのに対して，

GAKの対象は，農業構造政策に限定された

ままであります．ですから，農業環境政策を

実施したい州にとっては， GA瓦では対象と

されていないので， GAK枠外で独自に実施

することになります. CAPとG必至にミスマ

ッチがあるわけです．これに対して，ダイナ

ミックに展開する CAPに適合して， GAKの

対象を拡大すべきではないかという議論がお

こるわけですが，結局現状維持で決着するこ

とになります．理由は，農業構造政策から

業環境政策へと拡大すると，新た

政策につける予算は，既存の農業構造政策の

予算からもってこなければならないというこ

とで，これを警戒する立場からの反対があっ

て，現状維持ということになったわけで、あり

ます．

EU農村振興政策

先ほどダイナミックに展開していると言っ
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たCAPの「第二の柱J＝農村振興政策につ
いて，少し紹介いたします．これは， 日本に

とっても示唆を与えてくれると思います．

EU農村振興政策は， 2014年から新しいフ

ェーズに入りますけれども，現在の中期計画

期間である 2007年から 2013年までのEU農

村振興政策ですと，三つの呂的を掲げており

ます．第一に農林業の競争力向上，第二に環

境とカントリーサイドの改善，第三に農村生

活の質の向上と経済活動の多様化の促進で

す．この三つの吾的を達成する手段として

「軸Jが構成され，その「軸Jの下に具体的
な個別施策がぶら下がっています．

EUの財政負担割合は，旧西ドイツであれ

ば，「第 1の軸Jは50%，「第2の軸」は
55%，「第3の軸Jは50%です．軸開資金記
分も定められておりまして，「第 1の軸Jに
10%以上，「第2の軸Jに25%以上，「第3
の軸Jに10%以上の資金を配分することと
されています． したがって， EU全体として

2の軸J，つまり環境とカントリーサイド
の改善のための諸施策に重点を置きつつ，各

加盟国・各地方に応じて，例えば構造政策を

推進するのであれば f第1の軸Jに，農村政
策を推進するのであれば「第3の軸」に，

金を配分するというかたちになっています．

これがEUレベルにおける農村振興政策の

大きな方向性といいますか，環境政策を基本

に据えつつ，加盟国や地方に応じて構造政策

や農村政策をあわせてやるという戦略であり

ます．

このようなEUレベルの大きな戦略があり

まして，その枠組の中で加盟国レベルで戦略

を立て， ドイツの場合は，その下で各州が具

体的なプログラムを策定します.EUや連邦

は政策の方向牲や施策のメニューを示すにと

どまっておりまして 決定主体は州です．つ

まり， EU農村振興政策は，補完性原則の下

で実施されています．実際， EU農村振興政

策に関する理事会規則でも，この補完性原則

が明記されております．

ところで， EU農村振興政策の資金は，

EUの資金，連邦の資金，ナ！？の資金が混合し

ていますので，混合財政と言われます．混合

財政には賛否両議がありまして，財政責任が

不明確で政策決定を歪曲する「政策結合の畏J
という批判的な見解と，そうではなく実際に

は「州の多様性Jを確保しているんだという
見解があります．これについては， EU農村

振興政策の積極面と消極面をおさえておく必

要があります．

積極面としては， EUレベルにおいては，

！日来の農業セクター中心の施策を超えて，広

義の農村振興政策が展開されています．こう

した多様な施策メニューのなか，捕完性原則

に従って，ナ！？レベルにおいても多様なプログ

ラムが実施されています．

他方，消極面としましては，日Uの戦略と

州のプログラムが必ずしも整合的ではないこ

とがあるということです．例えば， 2000年

代後半の金融・経済危機のとき， EUレベル

では，地球温暖化対策や再生可能エネルギー

の促進など「新しい課題Jへの対応が図られ
ましたが，州レベルでは，「新しい課題」よ

りも従来の条件不利地域対策に資金が投入さ

れましたつまり， EUの戦略と州と政策対

応、とが一致していなかったわけです．

他面， ドイツでは，金融・経済危機に対す

る景気対策として 農業政策に公共投資の増

額を求めなかったことは注目すべきことであ

ります．農業政策と景気対策を峻別していた

ということです．

EU一連邦一弁！の関係の変動

EU一連邦ーナMの関係をみると， とりわけ

1992年の CAP改革以降に変動していると言

えます．

まず戦略の次元において，国家レベルを超

えたEU全体としての戦略が必要とされてい

ます．国家から EUへの戦略のシフトです．

政策課題として，一国で対処するよりも，

EU全体で取り組んだほうが効果的なものも

出てきています．出来の狭義の農業政策を中

心とした国家レベルの対応、では対処しきれな

いような， EU全体としての広範囲な戦略が

不可欠になってきているということです．

他方，政策決定の次元において，補完性原

期にもとづき地方に政策決定権が帰属するよ
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うになります．患家から地方への政策決定の

シフトです．

先ほど述べたGAK存廃論争は，このよう

に IEU戦略Jと適合した「升！の多様性J
が現代的な要請となるなかで，国家の役割を

どう笠置づけるのかを問う議論でもあったの

です．

最後に教訓を，農業政策と財政調整のそれ

ぞれについて簡単にまとめます．

農業政策

ドイツあるいはEUからの教訓として，個

別論はさておき，原則論ということでは，第

一に政策の基本理念の妥当性と一貫性，第二

に政策呂的と黙政手段の整合性，第三に補完

性原則が挙げられます．

第一の政策の基本理念の妥当性と一貫性に

ついては，そもそも政策の基本理念あるいは

ピジョンが妥当かどうかを，まずはしっかり

検討すべきです.EU農村振興政策の場合は，

ピジョンは，三つの呂的をもって，その方向

性を示しています． 百本の場合は，食料・

業・農村基本法が政策の基本理念を示してお

り，これは妥当だと思っているのですが，問

題なのは政策の一貫性・継続性の欠如です．

EUから学ぶべきところは， EUが中期的な

戦略を設定しており，財政計画も策定してお

りまして，政策の大きな方向として一貫性・

継続性が確保されているということです． 日

本の場合，致権が交代するたびに， ときには

問じ与党においてさえ，政策の方向が転換し

てしまうことがあります．

第二の政策自的と財政手段の整合性につい

ては， EUの場合は，三つの目的に沿って，

それを達成する政策手段として「軸jを構成

しています． 日本の場合， 1961年の！日農業

基本法では構造政策が基軸的手段でしたけれ

ども，捕完的手段にとどめられていた価格政

策に重点が置かれてきましたまた，価格政

策が後退した 1990年代では，構造政策的な

f共絵サイドの効果よりも麗患創出的な需要サ
イドの効果を狙った公共投資に重点が量かれ

ましたさらに，新基本法の下でも，

日加所得補償のような生活扶助的な財政措置

がとられました．いったい農業政策の一義的

な政策自的は侍なのかと 財政手設をみてい

るとよく分からないということです． 話的と

手段の整合性を厳格にチェックすることが求

められると言えます．

第三の補完性原期については， EUでは農

村振興政策に関する理事会規期に明記されて

います． 日本の場合も，補完性原則までは求

めていませんが，新基本法の中に，国と地方

が対等の立場と解される条文があります．こ

の条文を具体化すること，つまり，地方が実

施するのが適切な施策とは具体的にどういう

施策なのかということが， もっと検討されて

しかるべきではないのかと思います．

以上のことと関連して申し上げれば， 2010

年にドイツ連邦農業省の学術審議会が意見蓄

を出しました．そのなかで，今後のEU

政策に関して，あらゆる倍加議論に先駆けて，

まず，「目的と手段の適切な設定Jと「各政
府レベルの政策領域の確定jとが関われるべ

きとの指擦がなされています．この指摘は，

日本の農業政策の議論にとっても無縁ではな

いと思います．

さらに，農業政策に対して公的資金を投入

する上での基本的な原則について一言してお

きます．欧州委員会は，農業政策への公的支

出の前提条件として，「給村J(Leistungen) 
に対する「反対給付J( Gegenleistungen) 
の原則を掲げています.EUでは，この「反

対給付jの参照基準を「環境jに求めていま

す．もちろん，農業から社会に還元される「反

対給付jの参照基準を侍に設定するのかは，

その屈の農業政策の基本理念によって規定さ

れてくると言えるでしょう．これは日本にと

っても参考となる議論と思います．

財政調整

次に財政調整についてです． 日本とドイツ

では財政調整の仕組みが異なります．制度と

しての善し悪しをここで言うつもりはないの

円
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ですが， ドイツの制度からの学ぶべきことも

あろうかと患います．

ドイツの財政調整は，財政需要と財政収入

の差額にもとづくものではなく，各ナMの財政

力の均衡化をベースとしています．基本的に

州問で資金調整をします．このため，財政調

整資金の原資不足という問題はおきません

したがって， 日本の交付税特別会計のような

借入もなければ，借入の負担の帰属先をめぐ

る議論もありません

また，毎年の予算編成において，連邦とナ！？

との間での財政調整資金の総額をめぐる攻防

もありませんなぜなら，財政調整資金の額

やナ！？間配分は，水平的財政調整，つまり州関

付加価値税収配分や州問財政調整であれ，垂

宜的財政調整，つまり連邦補充交付金であれ，

財政調整法に従ってオートマチックに算定さ

れるからです．この意味では，財政調整の客

観性・透明性が高いと言えます．ゆえに，連

邦においても，州においても，財政調整の中

期的な見通しをたてやすく，これが中期的な

財政計画の安定性に寄与していると思いま

す．

ただしこのことをもって，財政調整の制

度それ自体の安定性が高いかと言えば，そう

いう意味ではありません制度それ自体に対

しては，財政力の強いナ！？からしばしば不満の

声があがっております．制度それ自体の安定

性を支えるのは何かということが開題ですけ

れども，それは財政調整の理念ではなかろう

かと患います．

理念ということですが，財政調整は，財政

力の強い地域から，財政力の弱い地域への一

方通行の財政移転ですから，どうして，財政

力の弱い地域の財源が，財政力の強い地域の

租税によって調達されなければならないの

か，なにゆえにそれが正当化されるのかとい

うことであります．

ドイツは，戦後のボン基本法の当初から「生

活関係の統一性」を一つの規範としてきまし

た財政調整でも，この「生活関係の統一性J
の規範がベースにあります．「生活関係の統

一性Jの規範は，分配的公正や社会的平等の
達成を要請するものであります．

財政調整は，日本にもありますし ドイツ

にもありますけれども，必ずしも自明のもの

ではありません．財政調整がなくとも独自の

財源、で、十分に賄っていけるのであれば，財政

調整は必要ないわけです．しかし何らかの

理由で，経済的な理由，社会的な理由，自然

的な理由で，財政力の強い地域と弱い地域と

で埋めがたいほどの財政力格差があり，財政

力の弱い地域が独自の財源ではどうにも賄っ

ていくことができないのであれば，それを他

の地域からの財政調整で補填する，つまり他

の地域全体の財源で支える そうした理念が

重要になってくるのです．

財政調整は，地域の行動原理が経済利害に

だけ集約されるとき，安定性を喪失します．

しかし財政調整がつねに不安定というわけ

ではなく，地域開の「連帯Jの理念が，自己
の経済利害を超えるとき，財政調整は安定性

を回復すると言えるのではないでしょうか．

もちろん，財政調整は，財政力の強い地域

から弱い地域への一方通行の財政移転で、あり

ますので，その限りでは財政力の弱い地域に

は厳格な財政責任が求められます．この意味

では，貯政力の強い地域による連苦と，財政

力の弱い地域の財政責任とは相郎関係にある

と言えます．

したがって，財政調整は，各自の財政責任

に裏づけられた「社会的連菅」という規範を

不可欠なモメントとします．これは，経済利

害や効率性を超えた社会のあり方を展望す

る，政治哲学的な課題であるとも言えます．

ドイツでは，！日東独ナ！？への財政支援を含む，

現行の財政調整制度が2019年末に期限を迎

えます.2020年から新しい財政調整制度と

なるわけですが，その制度設計に向けて，今

後議論が本格的にスタートすることになりま

す．そこでは「社会的連帯」と「自己責任J
との間でどのような議論がたたかわされるの

か注目されます．

この「社会的連帯」の議論の射程は， ドイ

ツ国内だけでなく， EUワイドにも，例えば

財政統合の可能性を含めた拡がりをもつもの

ではないかと付言して，報告を終えたいと思

います．
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ご清聴ありがとうございました

質疑応答

0司会 どうも，ありがとうございました．
これだけの内容を短い時間でお話いただい

たので，皆さま，いろいろとご質問やご意見

があるかと思います．どなたからでもどうぞ．

0会場 1 財故調整について，二つ質問させ
ていただきます．

点毘は，垂直的調整と水平的調整の理解

についてです． 日本の場合，地方債に対する

地方交付税措置はたしかに垂直的調整の性格

をもっと寄ってもいいと思いますが，そもそ

も地方交付税を，国税として鍛収した地方の

税収入を地方に再配分するととらえれば， ド

イツの場合とやり方は違うけれども，水平的

調整という感じがします．

一点告ですが，私は以前地方自治体の職員

でして，数年誌に公共政策大学院にいたとき，

憲法の先生から，地方分権をやるとなったら

どう思うかと質問され，直感的に無理でしょ

うと答えました．お尋ねしたいのは， ドイツ

の場合，財故調整の拠出？？？は3州ぐらいです

が，受取ナ！？では，貯政課整の資金が，年間の

歳入の何者jぐらいなのか分かったら教えてい

ただけないでしょうか． というのは，日本の

場合，都道舟県レベルでは，地方交付税の不

交付団体は，東京都か，せいぜい愛知県ぐら

いで，大阪府も京都府も交付されています．

例えば，山陰地方では，地方交付税のウエー

トがとても大きいと思うのです．そこまで差

が大きいと，模開士で決めろと言ってもちょ

っと難しい．だから， ドイツの場合，歳入に

占める財政調整の資金が少ないのかどうか，

日本のようにとんでもない調整にはなってい

ないのかどうか，そのあたりを知りたいと思

いました．

0小嶋 まず一点目，日本の地方交付税も水
平的財政調整の性格をもっと言えるのではな

いかというご質問ですが，私もそのように患

います． 日本でも， ドイツでも，財政資金の

流れをみれば，財政力の強い地域から財政力

の弱い地域に財政資金が流れます．ただ， 日

本の場合，国の一般会計に国税として計上し，

一般会計から地方交付税交付金として特別会

計に繰り入れられ，最終的に地方公共団体に

配分されます．こうした一般会計や特別会計

といった屈の会計を経由しますので，垂寵的

貯政調整と観念されます．そして国と地方の

対立構図が形成されます．しかし財政資金

の流れに着自すれば，国の会計を経由しょう

がしまいが，都市部から農村部への財政移転

であります．ですから，日本の場合も，国と

地方の対立はあるのですけれども，その背後

には，都市部から農村部に財政資金が流れて

おりますので，これをどのように根拠づける

のかという議論があってもしかるべきではな

いのかと思います．

ドイツの場合は，特別会計を経由するわけ

ではありませんので，財政力の強いナ！？から貯

政力の弱い州への財政移転が，前者の拠出額

や後者の受取額といったかたちで，財政統計

上，具体的な数字としてダイレクトに表れま

す．こうしたことからたびたび，財政力の強

い州から財政調整制度への不満が表出し

法裁判所に提訴がなされます．しかし財政

調整がつねに不安定というわけではありませ

んその例が，昨年京都大学で招蒋したバー

デン・ヴュルテンベルク州のクレッチマン首

相の発言です．彼がナ！？首相になる前，バーデ

ン・ヴュルテンベルクナ！？，バイエルンナ！？，ヘ

ッセンナHの三ナ！？が，財政調整制度に対し，
法裁判所に違憲訴訟をしようとしていたので

すが，クレッチマンがナ！？首相になったとき，

彼が訴訟に待ったをかける発言をしたため，

バイエルン州とヘッセンナ！？を大変動揺させた

と報道されました最近の報道をみる限り，

その姿勢はいまも変わっていないようです．

いずれ， 2020年からの新しい財政調整シス

テムに向けた議論が連邦全体で行われると思

いますが，クレッチマンは，そうした連邦全

体の大きな枠組の中で貯政龍整のあり方を議

論すべきであり，今は提訴のときではない，

しっかりと議論をつくして，提訴はあくまで
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「最終手段」だと語っています．これまでの

財政調整の議論は 財政力の強い州と財政力

の弱い州の対立というやや国定的な構図が形

成されておりました．なかでもバーデン・ヴ

ュルテンベルクナトlは憲法裁判の急先鋒だ、った
のです．しかしクレッチマンの発言は，た

んに州の損得だけでなく，損得を超えた広い

文抵で財政調整をとらえているのではない

か，そこに財政調整が安定性を回復するきざ

しがあるのではないか，私自身としてはそう

思いながら，今後の議論の行方に注呂してい

ます．

他方， ドイツでは，連邦や各州に対して，

厳しい設す致規律を求めております.2009年

に基本法を改正して これは連邦制委員会E

の議論を受けてのことですが，新しい起債制

摂規則を導入しました．連邦については，

2016年以降，構造的財政赤字の対GDPを

0.35%以下にすること，ナMについては， 2020

年以降，構造的財政赤字をゼロにすること，

というものです．さらに，連邦や州の財政危

機を回避するために，連邦とナMの財政運営を

共同で謎続的に監視する評議会が設置されま

したそして，この評議会で，連邦なり特定

の升！なりに財政危機の恐れがあると判断され

た場合には，その連邦なり当該州なりは中期

的な財政再建計酪を策定しなければなりませ

ん．

こうした財政責任は財政調整においても重

要でしょう．財政調整は，財政力の強い地域

から~~い地域への一方通行の財政移転で、あり

ますので，その限りでは封政力の弱い地域に

は厳格な財政責任が求められます．

したがって，報告の際にも申し上げたよう

に財政調整は，各自の対政責任に裏づけら

れた f社会的連帯Jという規範を不可欠なモ
メントとするのです．

以上， ドイツの最近の動きを紹介しました

が，日本においても，財政調整について，受

取側の黙政責任を前提に 社会を支える「理

念Jから議論を深めていく必要があるのでは
ないかと患います．

次に二点自のご質問です． ドイツの対政調

整の資金規模は，拙著の表ふ3(136頁）を

ご覧ください．日本には 都道府県レベルや

市町村レベルのデータを含めて，地方財政を

総覧できる充実した財政統計がありますが，

ドイツには，管見の鼠り，このような充実し

た財政統計はありませんので，各丹、iの予算に
おける財政調整資金の説合もただちには分か

りません．知りたければ，各州の予算に個別

にあたるとか，各種資料を組み合わせてみて

いくのかなと思います．

。会場2 いまのことと関連するのですが，

財政調整は，日本の場合，地方の封政需要と

財政収入との差を国が財源保障するのに対し

て， ドイツの場合，地域開での財政移転をベ

ースとしています．その結果， 日本では，効

率的な地方行政になっているかというと，結

果的に無駄を生み出している面があると感じ

ましたが，これに対してドイツでは，財政調

整において財政需要の面をあまり考慶してい

ないということでは連邦が丸抱えではないと

いうこと，また封政力の弱い升iに対して連邦
や各州が共同で財政運営を監視するというこ

とでは，地方の財政効率を自主的に高めるよ

うな仕組みになっていると理解したのです

が．

0小嶋 実際に財政運営の監提がどこまで効
果的に機能しているのかは きちんと課査し

ていないのでちょっと分かりかねます．

財政需要ということに関して申し上げれ

ば， 日本以外でも，財政調整において財政需

要の考え方を用いている国があるようですけ

れども，財政需要とはいったいなんなのかと

いうと難しいところがあります．農業政策で

言うと，拙著では都道府県の農業行政費のう

ち投資的経費に係る基準財政需要額について

詳しく説明しましたが この例で言うと，基

準財政需要額の測定単位は，耕地面積です．

その耕地面積は，客観的な統計からはじかれ

るので，恋意的な算定は排除されるのですけ

れども，しかしそもそも，耕地面積が，農

業政策における財政需要と寵結するのかとい

ったら疑問なしではありません日本の農業

は，農地が小規模分散錯園であって，これを

nu 
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いかに集約するのかが大きな課題です．耕地

面讃が大きければ必ず財政需要が大きいとい

うわけではなく，たとえ耕地面積が小さくと

も，農地が分散していれば．それを集約化す

るための財政需要があるわけなのです． した

がって，算定上の財政需要仁実際の財政需

要との悉離があるのです．

もう一つ，やや大きな視点から言えば，例

えば政権交代によって政策が変われば，財政

需要の内容も変わります．自民党から民主党

に政権交代して，農業農村整備事業が激減し

ました．これにともなって，いまの例でいう，

都道府県の農業仔政費のうち投資的経費に係

る基準貯政需要額の単位費居も大幅に引き下

げられました．しかし疑問に思うのは，政

権交代によって，算定上の財政需要，この場

合は農地費の財政需要ですが，大幅に減少し

ましたが，地方レベルでも，実捺の財政需要

がそれほど大きく減少しているのか，執行面

での継続性などから問題はないのか， という

ことです．

ドイツでは， 1969年の財政改革にいたる

過程において，民主政需要の概念を導入するか

どうかをめぐって論争がありました．財政力

の弱いナ！？は導入を支持したのですが，財政力

の強い？？？から，財政需要の客観的定義の困難

性，ひいては対政需要が政治的利害で決定さ

れてしまう危険性があるということで，大き

な反発を受け，財政需要の概念は退けられた

という経緯があちます．

員オ政需要の概念は どのような意味をなす

のかということは議論があってもいいのでは

ないかと思います．

0会場3 お話を伺って大変勉強になったの
ですが， EUの農村振興政策について， EU

レベルの大きな戦略を三つの自的で示して，

それを州が選択をして，その州にあった農村

振興政策を実行しています．その捺にそれ

が効果的に実行できるための財源的な役割と

して，封政調整が機能しているということか

と，私なりに理解いたしました．

翻って， 日本と比較してみた場合， 宮本の

場合，農業政策がころころ変わって継続性が

11 

ない．それから，国と地方の関係が， ドイツ

のように独立，自主というかたちにはなって

いない．地方は地方で，その関係に甘えて，

いつまでもなかなか告立した構造にはなって

いない．また，財政調整自体の開題も， 日本

には？~意的な要素，不透明な部分が多々あり

ます． ドイツと比べると，課題が多いのだな

ということがよく分かつたのです．

そう考えると，問題は，国レベルでどうす

るか，地方レベルでどうするか，財政調整は

どうあるべきかということで，非常に入り組

んでいると思うのですが雑駁な質問になる

かもしれないのですが， どうすればいいとお

考えでしょうか．

Q1j＼嶋非常に大きなご質問ですので，一つ

の切り口ということで， EUと日本の政策形

成の違いからみえてくることを申し上げたい

と思います．キーワードでいうと，法令性と

といった違いがあると思います．

EUの共通農業政策は 勝大な法令の堆積

からなっており，この法令に厳格に従って運

用されています．この意味で，法令上の根拠

がない？~意的な運用を排黙しそれが法的な

安定性になっているのです．

日本の農業政策の場合は，法令があっても，

裁量の余地があり 法令と実際の政策との関

採が不明確なところがあるように患います．

農業政策の法的なベースは，食料・

村基本法，！日農業基本法に代わる新基本法と

よばれる法律です．この新基本法に，農業政

策の基本理念や方向性が本されており，その

基本理念や方向性に即して留々の施策が具体

化されていくわけです．しかし実際の致策

形成において，新基本法との関係が十分に整

理されないまま，ときに新基本法が示す方向

性と逆行するような施策が打ち出されること

があります．新基本法では5年ごとに基本計

画を策定することとされていますが，その基

本計画において， 5年ごとで異なる方向性の

施策が盛り込まれてしまうことがあります．

基本法と基本計画に観欝が生じるのです．も

ちろんベースとなるのは基本法です．

この関連で，日本の場合 法律上の摂拠が
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ない予算措置が多いという特徴があります．

まず予算で措置をして，後で法律で措置をす

るということがあります.EUですと，先ほ

ど申し上げましたが，法令に則って運用しま

す．こうした意味において，政策形成では，

日本の場合は裁量性， EUの場合は法令性，

というのが一つのキーワードとして，違いを

表わしているのではないかと思います．

裁量性の積極的な面としては，緊急的な対

応が求められる場合に迅速な意思決定が可能

だということがあると思いますが， しかし

いくら裁量といっても法律との関係は整理さ

れる必要があります．農業政策では新基本法

との関係です．

農政改革を具体化する上で立ち返るべき

は，新基本法です．個々の施策は，新基本法

が示す基本理念や方向性に却して位置づけら

れるべきであり，そうでなければ，農業政策

の体系性がなくなります． ドイツにいて感じ

たことの一つは，政策形成において， EUか

ら学ぶべきは，法令に対する意識，というこ

とではないかと思います．

ご質問に対して回答となったかどうか分か

りませんが，一つの切り口として農業故策を

例に申しょげましたが，貯政調整においても，

基本理念が重要であって，その基本理念が示

す方向づけに沿ってどう具体的に制度設計す

るかという議論になるのだと思います．ビジ

ョンがなければ，そのときどきの利害でもめ

てしまいます．

0会場4 大雑把な質問で恐縮ですけれど，
公的支出の前提条件として，「給付」に対す

る「反対給付」の原則を挙げておられました

が，農村から都市に対する「反対給付Jとし
て食料供給だけでなく，多面的機能を評価す

る流れがあると思います．そうした多面的機

能については，なかなか便益が分かりにくい

のですが，そこに税金を投入することに関し

て，事民からどのように理解が得られるのか，

どういう理屈でそういうことができるのか，

例えばランドスケープの位置づけとか，教え

ていただければと思います．

0小嶋農業が与える環境への影響について
は， 百本と EUではもともと認識の違いがあ

ると思います．概して， 日本では，農業は環

境に正の効果をもっととらえられてきました

が， EUでは必ずしもそうではなく，農業は

環境に負の効果をもっととらえられてきたと

ころもあります．こうした認識の違いの背景

には，ここでは立ち入りませんが，一つに，

主要な営農タイプの違いがあろうかと思いま

す．いずれにしても， EUでは，農業による

環境負荷をいかに軽減するかということで，

当時は ECですが，すでに 1980年代に農業

環境政策の萌芽的な取組がスタートしており

ます．その後， 1992年の CAP改革で農業環

境政策が本格化され， 1999年の CAP改革で

強化されました．そして今日でもそうした流

れが続いております．

ご指捺のとおり， 日本では農業・農村の多

面的機能がよく論じられます．この農業・

村の多面的機能とは，農業・農村がもっ農産

物供給の機龍だけでなく，国土保全や水源j函

告然環境保全，良好な景観形成，文化｛云

承などといった，農産物供給の機能以外の多

面にわたる機能のことを雷います．私見を申

し上げれば，農業・農村の多面的機能につい

ては，その社会的意義は首肯できるのですが，

それを貨幣評価することには普肯しかねま

す．それは，結局のところ，農業・農村のも

つ役割が，たんに経済儲値だけに還元されて

しまう危険性があるからです．

ご指摘のランドスケープ，農村景観につい

て言えば， ドイツの各地をまわった私の印象

としては， ドイツの農村景観は非常にきれい

です．都市と農村のコントラストが明瞭です．

混然化していません．その背景には，農村景

観を大切に確保するべきという，社会的な共

通のコンセンサスがあると思います．ですか

ら，そうした農村景観を貨幣評錨しようとす

る発想自体が受け入れ難い，ということにな

るのだと患います．他方， 日本は，なぜでし

ょうか，経済価値に換算しようという発想に

なる場合が多いのです．

0会場4 日本だと何でも貨幣評舗をしたが

つω
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るところがあり，そうしないと政策的に実現

できないからなのかもしれませんが， 日本と

ヨーロッパの根本的な違いは面白いと思いま

した．

Q1J＼鵠管見の限り，アメリカなど大農菌で

は多面的機能はさほど注目されていません．

小農習の百本では多面的機能を貨幣評価して

主張しています．中農圏のヨーロッパはその

中間でしょう．こうした違いができる背景に

は，もちろん主要な営農タイプの違いがあり

ますが，それだけでなく，農業に攻め込む側

と農業を保護する備の致策的なロジックの違

いがあるということも無関係ではないでしょ

っ．
蛇足になりますが農業・農村の経済錨値

に関連して言えば， TPPの議論もそうです．

GDPの1%しかない農業を守るために99%

を犠牲にしていいのか， という主張がありま

す．これも単純な話ではありません現代社

会の経済関係は高度に分化し藍接・間接に

複雑な相互関係をもちます．食品関連産業で

すと， GDPとしても，就業者割合としても，

10%程度を占めます．農業の裾野にはこうし

た関連産業が多くあるわけです． 日本では，

すぐに数字に霞き換えて議論をしたがる傾向

がありますが，数字は切れ味がいい反面，多

角的な観点から繰り上げられていなければ危

検牲をもちます．そのことを自覚すべきでは

ないかと患います．

いずれにしても，貨幣評備や経済錨値だけ

を基準とすれば議論の媛小化をまぬがれませ

ん社会のあり方として，農業・農村の社会

的な役割とは何かということ，私自身は新基

本法にその方向性が描かれていると思うので

すが，そこが本来の議論の土俵だと思います．

0会場5 二つ質問があります．
まず，今回は農業という個別の政策分野を

財政分析するという切り口でしたが，その農

業に着目することによって，例えば，福祉と

か教育とかといった他の政策分野を財政分析

したときと，イ可か違いが出てくるのかどうか

ということ，農業員守政の国有の特徴や問題が

あるのかどうかかということについてお関か

せください．

もう一つ， ドイツの財政調整との比較を通

じて， ドイツからの教訓をどういうかたちで

いかすのが望ましいのか， というあたりもお

聞かせください．

Q1J哨喜 一点目のご質問について，個別政策

の思有の特徴というのは，ご指摘のような他

の偶別政策と比較したときの特徴とともに

その儒別政策自体の時代的な特徴とがあると

思います．拙著の場合は，後者，つまり農業

政策という個別政策の時代的な特徴を分析し

たわけです．その捺，農業・農村への公共事

話しました．例えば1990年代をみれ

ば，農業政策に，本来の範轄を超えて，地方

財政を巻き込みながら景気課整の役割を控わ

せましたこうしたことは，農業・農村以外

にも妥当するところがあるでしょ

う．しかしそれゆえに農業致策の場合，

講造政策と離離をきたすことになった， とい

う固有の特徴があります．非公共事業，例え

ばご指摘の福祉や教育については，恐縮です

が不勉強のためお答えしかねます．ただ，比

較分析ということで，私自身もそうですが，

留意すべきこととして そもそも比較をする

ことで何を浮き彫りにするのか，その捺，比

較の基準をどう設定するのか， といったこと

を十分に吟味する必要があるのではないかと

思います．

一点目のドイツからの教訓としては，一つ

には， Eと地方の政策領域， ということがあ
ると思います．いま申し上げたように， 1990

年代では，農業致策に，地方期政を巻き込み

ながら景気調整の役割を担わせました．この

国と地方の政策領域が唆味と言えるでし

ょう． ドイツの場合， 2008年からの国際的

な金融・経済危機でも，そのような対応はと

っていません連邦とナ！？の権限配分が基本的

に明確です． ドイツでは，憲法にあたる基本

法において，毘家的権能の行使はナ！？のなすべ

き事柄であり，連邦の権限は限定列挙する形

で制限されています． したがって， ドイツか

ら学ぶとすれば，国と地方の政策領域につい
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て，具体的に，国が責務を有する施策とはど

のようなものか，地方が責務を有する施策と

はどのようなものか，もう少し議論が深めら

れでもいいのではないかと思います．そうで

ないと， 1990年代のようなことがまた起こ

りかねません． もちろん，国と地方の政策領

域には，明確な境界線を引けないこともある

と思いますが，基本的な考え方を整理してお

く必要はあるのではないかと思います．

0習会 もう時間となりましたが，最後に私
から一点だけ質問します.EU一連邦一州の

関係について，その将来展望を伺いたいと患

います.EUは，財政的には小さいけれども，

法令を通じて国家レベルの政策に方向性を与

えている部分がかなりあります．他方でその

おUと，ナト！とが寵接的に結びつくという動き

があります．そうしたなかで，将来的に，連

邦の政策領域は相対的にますます小さくなっ

ていくのか，それともそれほど単線的にいく

ものではないのか，見通しをお関かせくださ

しミ

0小嶋難しいご質問ですが，政策課題によ
るのかなと思います．例えば農業政策では，

最近の政策課題として，地球温暖化対策や生

物多様性の確保など，一国だけで対処してい

てはなかなか効果を発揮できないものがあり

ます．そうした政策課題には，国家レベルを

超えたEU全体での対誌が求められますし

このため戦略についても 国家レベルを超え

たEU全体としての戦略が求められます．金

融危機への対応も向様かと思います． もちろ

ん，国内レベルで対処するほうが適切な政策

課題もありますが，全体的な大きな流れとし

ては， EUへの戦略のシフトということが言

えるのではないかと思います．

他面， EUに戦略がシフトしでも，財源が

シフトするわけではありません．例えば金融

取引税については 当初， ドイツは加盟国に

帰属するべきと主張しておりました.EUと

の関で綱引きがあるわけです．最終的にどの

ように決著するのかは予断を許しません

EUの財政権限の問題は，加盟国の財政主権

の問題と産結する，非常にデリケートな問題

なのです．これは，欧州議会の役割とも関係

してくると思います．

いずれにしましでも EUはチャレンジン

グな政策課題に取り組んでおり，注目されま

すし学ぶべきところも多いと思います．

0司会大変長い時間にわたって，質疑応答
まで含めてお付き合いいただき，本当にあり

がとうございました．

0小嶋 こちらこそ勉強になりました．あり
がとうございました．

A
斗
4

1
a
i
 




